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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第２四半期連結
累計期間

第61期
第２四半期連結
累計期間

第60期

会計期間
自平成23年１月１日
至平成23年６月30日

自平成24年１月１日
至平成24年６月30日

自平成23年１月１日
至平成23年12月31日

売上高（千円） 21,673,466 18,666,964 40,552,968

経常利益（千円） 862,640 337,422 893,743

四半期（当期）純利益（千円） 723,344 154,347 652,374

四半期包括利益又は包括利益（千円） 694,119 203,114 548,386

純資産額（千円） 11,377,720 11,344,734 11,260,784

総資産額（千円） 28,920,295 25,655,986 27,181,207

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
66.29 13.99 59.63

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
  － － －

自己資本比率（％） 39.3 44.2 41.4

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
1,111,916 △891,198 2,016,646

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△37,091 △83,400 △103,310

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△381,386 △411,385 △556,088

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（千円）
6,657,017 5,917,079 7,294,920

　

回次
第60期

第２四半期連結
会計期間

第61期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年６月30日

自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

１株当たり四半期純利益金額（円） 20.47 3.38

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。　

        ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．当社は、従業員株式所有制度を導入しております（詳細については「第４　経理の状況　１．四半期連結財務

諸表　追加情報」に記載しております。）。

当制度の導入に伴い、１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数

は、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式の数を控除しております。

５．第60期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　

　

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。
　
(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、欧州債務の財政危機問題に対する懸念や中国をはじめとする新

興国の景気の減速等の影響を受け、大変厳しい状況で推移しました。また、日本経済においては東日本大震災の復興

関連需要により緩やかながら回復の兆しが見えましたが、電力の安定供給に対する不安等が懸念材料となり、依然と

して先行きの不透明な状況が続きました。

当社グループの属しておりますエレクトロニクス業界におきましても、上記のような経済環境を受け、企業部門に

おける設備投資需要の停滞が長期化するなど、総じて厳しい状況にて推移いたしました。

このような状況下、当社グループの業績につきましては、主要な市場であります産業用機械・設備市場において需

要の低迷が長期化している影響を受け、加えて前年同期の業績が好調であったこともあり、売上、利益共に前年同期

の実績を大幅に下回りました。

　この結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は18,666百万円（前年同期比13.9％減）、営業利益

は284百万円（前年同期比66.8％減）、経常利益は337百万円（前年同期比60.9％減）、四半期純利益は154百万円

（前年同期比78.7％減）となりました。 
　
　セグメント別の概況は以下のとおりであります。
　 
　電子機器及び部品

　当セグメントにつきましては、主要な市場であります産業用機械、設備市場におけるメーカーの生産調整や在庫調

整の影響を大きく受け、業績は前年同期の実績を下回りました。しかしながら、主力商品であります「電子部品＆ア

センブリ商品」のコネクタやハーネス、「画像関連機器・部品」のＣＣＤカメラ、「エンベデッド（組み込み用

ボード）システム」をはじめ、多数の商品群の需要が回復し始めました。また「情報システム」のＬＥＤ照明等の

エコ商品は順調に伸長しつつあり、セグメント全体の業績は低調な推移に留まりましたが、前連結会計年度後半の

厳しい状況からは回復傾向にあります。

この結果、当セグメントの売上高は10,382百万円（前年同期比15.5％減）、セグメント利益（営業利益）は253百

万円（前年同期比63.2％減）となりました。
 
　製造装置

当セグメントにつきましては、欧米経済の停滞による設備投資需要の減速や中国をはじめとする新興国の経済成

長の鈍化の影響を受け、前連結会計年度から引続き厳しい状況にて推移いたしました。このような状況下ではありま

したが「フラットパネルディスプレイ製造装置」の液晶パネル製造装置では前年同期の実績を上回りました。また

「電子材料製造装置」のウェーハ面取装置等のオリジナル製品が当セグメントの業績確保に貢献いたしました。

この結果、当セグメントの売上高は5,713百万円（前年同期比12.3％減）、セグメント利益（営業利益）は227百万

円（前年同期比16.6％減）となりました。

 

国内子会社 

当セグメントにつきましては、ダイトデンソー株式会社では、ハーネスアセンブリや画像機器専用ハーネス等が

前連結会計年度後半から回復しつつあります。また、ダイトロンテクノロジー株式会社の耐水・耐圧コネクタ等の

高機能コネクタ事業は底堅く推移いたしましたが、半導体製造装置や光デバイス製造装置等の製造装置事業は、中

国をはじめとする新興国の経済成長の鈍化や欧米の景気減速による設備投資需要の低迷の影響を受け、低調に推移

いたしました。

この結果、当セグメントの売上高は1,131百万円（前年同期比2.2％減）、セグメント利益（営業利益）は63百万円

（前年同期比62.0％減）となりました。

海外子会社 
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当セグメントにつきましては、北米市場を対象に事業を行っておりますダイトロン,INC.では主力事業でありま

す車両用ハーネス事業等において、また韓国市場を対象に事業を行っておりますダイトロン（韓国）CO.,LTD.やタ

イ及び東南アジア市場を対象に事業を行っておりますダイトロン（タイランド）CO.,LTD.では一部の市場におい

て、厳しい状況ながらも回復の兆しが見え始め、利益面において前年同期の実績を上回りました。

しかしながら、セグメント全体としては欧米の景気停滞によるアジア地域における各メーカーでの生産量の減

少、及び価格競争の激化による利益率の低下等により、非常に厳しい状況にて推移いたしました。

この結果、当セグメントの売上高は1,439百万円（前年同期比16.4％減）、セグメント損失（営業損失）は35百万

円（前年同期は26百万円の損失）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）の残高は、前連結会計

年度末と比較して1,377百万円減少し、5,917百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、資金は891百万円の減少（前年同期は1,111百万円の増加）となりました。減少の主な内訳は、前

受金の減少額938百万円、売上債権の増加額420百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、資金は83百万円の減少（前年同期は37百万円の減少）となりました。減少の主な内訳は、有形固

定資産の取得による支出77百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、資金は411百万円の減少（前年同期は381百万円の減少）となりました。減少の主な内訳は、長期

借入金の返済による支出190百万円、配当金の支払額164百万円であります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更は

ありません。　

なお、当社は「当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を定めており、そ

の内容は以下のとおりであります。　

 

（当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針）　

Ⅰ　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

　当社は、公開会社として、株主、投資家の皆様による当社株券等の自由な売買を認める以上、大量買付行為に応じて

当社株券等の売却を行うか否かのご判断は、最終的には当社株券等を保有する当社株主の皆様の意思に基づき行わ

れるべきものと考えます。 

　しかしながら、近年のわが国の資本市場においては、対象会社の賛同を得ずに、一方的に大量買付行為又はこれに

類似する行為を強行する動きも見受けられます。こうした大量買付行為の中には、対象会社の企業価値の向上およ

び会社の利益ひいては株主共同の利益の実現に資さないものも少なくありません。 

　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の様々な企業価値の源泉を充分に理解

し、当社を支えていただいておりますステークホルダーとの信頼関係を築き、当社の企業価値および会社の利益ひ

いては株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。したがいまして、当

社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するおそれのある不適切な大量買付行為又は

これに類似する行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適切ではないと考えてお

ります。

Ⅱ　基本方針の実現に資する特別な取組み 

　当社では、当社の企業価値の向上および会社の利益ひいては株主共同の利益の実現によって、株主、投資家の皆様

に長期的に継続して当社に投資していただくため、今般決定しました上記Ⅰの基本方針の実現に資する特別な取組

みとして、以下の施策を実施しております。 

　この取組みは、下記２の当社の企業価値の源泉を十分に理解した上で策定されており、当社の企業価値および会社

の利益ひいては株主共同の利益を中長期的に向上するべく十分に検討されたものであります。したがって、上記Ⅰ

の基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的と

するものでもありません。
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１．企業価値向上に資する取組み 

　当社グループは、「ダイトロンスピリッツ」と称して、創業の精神、行動規範、経営理念を制定し、株主満足・顧客

満足・仕入先満足・従業員満足の４つの視点を経営方針として定めると共に、法令遵守や社会貢献への取組みを企

業の基本的姿勢として提示しています。 

　また、平成23年度を初年度とする「第７次三ヵ年経営計画（平成23年度～平成25年度）」においても、前三ヵ年経

営計画の「Coordinator for the NEXT」（グローバルな観点で市場を捉え、お客様ニーズの一歩先の価値を創造

し、提供する。）をグループ・ステートメントとして定めております。

２．企業価値の源泉 

　当社グループは、メーカーを有する「技術商社」としてマーケティング力と物流サービス力に、商品・サービスの

高付加価値化と収益力の向上につながる「メーカー機能」を主軸とした『製販一体』を追求し、ここに付加価値を

見出していくことが当社の最も基本的な戦略です。 

　①製販一体路線のグループ編成 

　②技術商社としての先見性とマーケティング力 

　③バランスのとれた事業編成 

　④業界トップクラスの物流サービス機能 

　⑤優良な顧客資産と豊富な口座数 

　これらの強みを活かすことにより、顧客ニーズを的確に具現化し、付加価値とコスト競争力の高い商品・サービス

の提供を可能にしております。

３．コーポレート・ガバナンスの強化に対する取組み 

　当社グループは、経済のグローバル化が進み企業を取巻く経営環境が著しく変化する中、企業が持続的に発展し、

「企業価値の最大化」を常に追求していくことが社会の健全な発展に寄与し、社会的責任を果たすものと考えてお

ります。そのために必要不可欠となる法令遵守はもとより、企業倫理、地球環境、社会貢献等を含んだ経営理念を制

定しております。この経営理念を実現するためにはコーポレート・ガバナンスの強化が重要課題であると認識し、

平成24年３月30日提出の第60期有価証券報告書の「第４　提出会社の状況　６　コーポレート・ガバナンスの状況等

　（1）コーポレート・ガバナンスの状況」に記載のとおりの施策を実施しております。 

４．ステークホルダーからの信頼を得るための取組み 

　当社グループは、株主の皆様、顧客、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーからの信頼を一層高めるため、

コンプライアンス、リスク管理、環境・安全・品質の確保、社会貢献活動等CSR（企業の社会的責任）活動の更なる

充実・強化に努めてまいります。 

Ⅲ　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み 

　当社は、当社株券等に対する大量買付行為が行われた場合、当該大量買付行為が当社の企業価値の向上および会社

の利益ひいては株主共同の利益の実現に資するものであるか否か、株主の皆様に適切に判断していただき、提案に

応じるか否かを決定していただくためには、大量買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供さ

れ、検討のための十分な期間が確保されることが不可欠であると考えます。また、当社は、当社の企業価値および会

社の利益ひいては株主共同の利益の確保又は向上の観点から大量買付行為の条件・方法を変更・改善させる必要

があると判断する場合には、大量買付行為の条件・方法について、大量買付者と交渉すると共に、代替案の提案等を

行う必要もあると考えておりますので、そのために必要な時間も十分に確保されるべきであります。 

　当社は、このような考え方に立ち、平成23年２月７日開催の取締役会において、当社株券等の大量買付行為への対

応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）の具体的内容を決定し、平成23年３月30日開催の第59期定

時株主総会にて、株主の皆様より承認、可決され、更新いたしました。なお、当社は、平成20年3月28日開催の第56期定

時株主総会における株主の皆様のご承認を得て会社の支配に関する基本方針及び当社株券等の大量買付行為への

対応策（買収防衛策）（以下「旧プラン」といいます。）を導入していたものであり、本プランは、旧プランの有効

期間満了に伴い、これを更新したものです。 

　本プランは、大量買付者に対し、本プランの遵守を求めると共に、大量買付者が本プランを遵守しない場合、並びに

大量買付行為が当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害すると判断される場合の対

抗措置を定めており、その概要は以下のとおりであります（なお、本プランの詳細につきましては、当社のホーム

ページ（http://www.daitron.co.jp/index.html）で公表している平成23年２月７日付プレスリリース「会社の支

配に関する基本方針および当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）の更新に関するお知らせ」をご

参照ください。）。 

１．本プランの発動に係る手続 

　本プランの対象となる行為は、当社の株券等に対する20％以上の買付けその他の有償の譲受け又はこれらに類似

する行為（以下「大量買付行為」といいます。）が行われる場合に、大量買付行為を行い又は行おうとする者（以

下「大量買付者」といいます。）に対し、当該大量買付行為の内容の検討に必要な情報の提供を求め、当該大量買付

行為についての情報の収集及び検討のための一定の期間を確保した上で、必要に応じて、大量買付者との間で大量

買付行為に関する条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株主に代替案を提示するなどの対応を

行っていくための手続を定めております。 
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２．対抗措置の概要 

　本プランは、大量買付者に対して所定の手続に従うことを要請すると共に、かかる手続に従わない大量買付行為が

なされる場合や、かかる手続に従った場合であっても当該大量買付行為が当社の企業価値および会社の利益ひいて

は株主共同の利益を著しく害するものであると判断される場合には、かかる大量買付行為に対する対抗措置とし

て、原則として新株予約権を株主に無償割当てするものです。 

　本プランに従って割当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）には、①大量買付者及びその関

係者は、本新株予約権を行使することを禁止する行使条件や、②当社が本新株予約権の取得と引換えに大量買付者

以外の本新株予約権者に当社株式を交付する取得条項等を付すことが予定されております。 

　また、会社法その他の法律及び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切であると判断さ

れた場合には当該その他の対抗措置が用いられることもあります。 

　本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該大量買付者及びその関係者

の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に希釈化される可能性があります。　 

３．独立委員会の設置 

　本プランに定めるルールに従って一連の手続が進行されたか否か、及び、本プランに定めるルールが遵守された場

合に当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を確保し又は向上させるために必要かつ相当と考

えられる一定の対抗措置を講じるか否かについては、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、その判断の合理

性及び公正性を担保するために、当社は、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置することとしま

す。独立委員会は、３名以上５名以下の委員により構成され、委員は、社外取締役、社外監査役、弁護士、税理士、公認

会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通している者及び他社の取締役又は執行役として経験のある社外者等の中

から当社取締役会が選任するものとします。 

４．情報開示 

　当社は、本プランに基づく手続を進めるにあたって、大量買付者が出現した事実、大量買付者から十分な情報が提

供された事実、取締役会の判断の概要、独立委員会の判断の概要、対抗措置の発動又は不発動の決定の概要、対抗措

置の発動に関する事項その他の事項について、株主の皆様に対し、適時適切に開示いたします。 

Ⅳ　本プランの合理性（本プランが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の

維持を目的とするものではないこと及びその理由） 

　当社取締役会は、以下の理由により、本プランが、上記の基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利益を毀損

するものでなく、また当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと判断しております。 

１．買収防衛策に関する指針（経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益

の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」）等の要件等を完全に充足していること 

２．企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の確保又は向上を目的としていること 

３．株主意思を重視するものであること 

４．独立性の高い社外者（独立委員会）の判断の重視 

５．対抗措置に係る合理的な客観的要件の設定 

６．独立した地位にある第三者専門家の助言の取得 

７．デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

　

　(4) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は70百万円であり、研究開発活動の状況に重要な

変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月14日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 11,155,979 11,155,979

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であ

ります。

計 11,155,979 11,155,979 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日
－ 11,155,979 － 2,200,708 － 2,482,896
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（６）【大株主の状況】

 平成24年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

公益財団法人ダイトロン福祉財団 滋賀県栗東市伊勢落字野神689番地１    1,000 8.96

ダイトエレクトロン従業員持株会 大阪市淀川区宮原四丁目６番11号 582 5.21

株式会社みずほ銀行

（常任代理人 資産管理サ－ビス信託

銀行株式会社）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 399 3.57

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 363 3.25

濱田　博 東京都小平市 332 2.98

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 234 2.10

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 218 1.96

中谷　元博 大阪府高槻市 200 1.79

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 181 1.62

濱田　裕久 東京都小平市 180 1.61

計 － 3,691 33.09

　（注）１．ブラックロック・ジャパン株式会社から平成22年12月21日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付

があり、平成22年12月15日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けていますが、当社として当第２

四半期会計期間末における株主名簿と相違しており実質所有株式数の確認ができません。

氏名又は名称　 住所　
所有株式数

（千株）　

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）　

ブラックロック・ジャパン株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 　 449           4.03

ブラックロック・アドバイザーズ

(UK)リミテッド　

英国　ロンドン市　

キングウィリアム・ストリート 33　
37　 0.34　

ブラックロック・インスティテュー

ショナル・トラスト・カンパニー、

エヌ．エイ.

米国　カリフォルニア州              

サンフランシスコ市　ハワード・スト

リート　400

　 60 　    0.55

計　 － 　 547     　4.91　
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２．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成23年２月７日付の大量保有報告書（変更報告書）の

写しの送付があり、平成23年１月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けていますが、当社とし

て当第２四半期会計期間末における株主名簿と相違しており実質所有株式数の確認ができません。

氏名又は名称　 住所　
所有株式数

（千株）　

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）　

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 　363     　3.25

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 　 298     　2.68

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 　 19     　0.18

計　 － 　681     　6.11

３．株式会社みずほ銀行から平成23年12月22付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成23年

12月15日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けていますが、当社として当第２四半期会計期間末

における株主名簿と相違しており実質所有株式数の確認ができません。　  

氏名又は名称　 住所　
所有株式数
（千株）　

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）　

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号     399     3.57

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号      289     2.60

計　 －      688     6.17
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　    1,100
－

権利内容に何ら限定の

ない、当社における標

準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,145,000             111,450 同上

単元未満株式 普通株式      9,879 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 　  　11,155,979 － －

総株主の議決権 －  111,450 －

　（注）上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれております。

　　　　なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

ダイトエレクトロ

ン株式会社

大阪市淀川区宮原

四丁目６番11号
1,100 77,800 78,900 0.70

計 － 1,100 77,800 78,900 0.70

  （注）当社は、平成22年８月４日開催の取締役会において、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」の導入を決議し、

平成22年10月19日付で自己株式300,000株を資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（東京都中央区晴

海一丁目８番12号）（以下、「信託Ｅ口」といいます。）に譲渡しております。なお、平成24年６月30日現在にお

いて信託Ｅ口が所有する当社株式77,800株は自己株式に含めております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年１月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。　　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,324,920 5,947,079

受取手形及び売掛金 ※1
 9,712,469

※1
 10,149,279

商品及び製品 1,930,008 1,868,935

仕掛品 1,140,507 1,171,757

原材料 174,493 189,699

その他 1,625,238 1,090,743

貸倒引当金 △1,133 △767

流動資産合計 21,906,505 20,416,725

固定資産

有形固定資産 3,501,495 3,452,604

無形固定資産 343,796 324,089

投資その他の資産

その他 1,436,383 1,470,565

貸倒引当金 △6,972 △7,999

投資その他の資産合計 1,429,410 1,462,566

固定資産合計 5,274,702 5,239,260

資産合計 27,181,207 25,655,986

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 9,166,758

※1
 8,774,087

短期借入金 26,125 －

1年内返済予定の長期借入金 390,680 379,416

未払法人税等 212,214 187,406

賞与引当金 28,685 36,665

その他の引当金 38,092 36,002

その他 2,895,698 1,808,721

流動負債合計 12,758,256 11,222,299

固定負債

長期借入金 1,380,643 1,201,310

退職給付引当金 1,514,706 1,600,279

資産除去債務 44,764 45,111

その他 222,052 242,251

固定負債合計 3,162,166 3,088,951

負債合計 15,920,423 14,311,251
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,200,708 2,200,708

資本剰余金 2,482,896 2,482,896

利益剰余金 6,862,207 6,851,465

自己株式 △76,492 △30,567

株主資本合計 11,469,320 11,504,502

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △20,432 25,765

繰延ヘッジ損益 2,299 △320

為替換算調整勘定 △193,768 △188,579

その他の包括利益累計額合計 △211,901 △163,134

少数株主持分 3,366 3,366

純資産合計 11,260,784 11,344,734

負債純資産合計 27,181,207 25,655,986
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高 21,673,466 18,666,964

売上原価 16,976,051 14,595,207

売上総利益 4,697,414 4,071,757

販売費及び一般管理費 ※
 3,841,057

※
 3,787,440

営業利益 856,357 284,316

営業外収益

受取利息 3,318 3,590

受取配当金 9,279 5,782

為替差益 4,725 17,224

違約金収入 － 29,200

雑収入 24,555 30,506

営業外収益合計 41,878 86,303

営業外費用

支払利息 25,625 23,653

手形売却損 3,517 3,148

雑損失 6,451 6,395

営業外費用合計 35,594 33,197

経常利益 862,640 337,422

特別利益

固定資産売却益 90 2,127

貸倒引当金戻入額 59,046 －

特別利益合計 59,136 2,127

特別損失

固定資産除売却損 2,290 406

投資有価証券評価損 － 168

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 37,331 －

特別損失合計 39,621 574

税金等調整前四半期純利益 882,155 338,974

法人税、住民税及び事業税 145,876 169,908

法人税等調整額 12,934 14,718

法人税等合計 158,811 184,627

少数株主損益調整前四半期純利益 723,344 154,347

四半期純利益 723,344 154,347
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 723,344 154,347

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △31,542 46,197

繰延ヘッジ損益 △2,348 △2,620

為替換算調整勘定 4,665 5,189

その他の包括利益合計 △29,225 48,767

四半期包括利益 694,119 203,114

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 694,119 203,114

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 882,155 338,974

減価償却費 169,893 177,852

受取利息及び受取配当金 △12,598 △9,372

支払利息 25,625 23,653

固定資産除売却損益（△は益） 2,199 △1,720

投資有価証券評価損益（△は益） － 168

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 37,331 －

売上債権の増減額（△は増加） △757,742 △420,075

たな卸資産の増減額（△は増加） △203,490 19,581

前渡金の増減額（△は増加） △115,718 441,628

仕入債務の増減額（△は減少） 579,866 △408,818

前受金の増減額（△は減少） 606,036 △938,022

引当金の増減額（△は減少） 36,580 91,338

その他 △86,972 4,371

小計 1,163,168 △680,441

利息及び配当金の受取額 12,734 9,326

利息の支払額 △26,074 △25,373

法人税等の支払額 △37,912 △194,710

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,111,916 △891,198

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △34,741 △77,082

有形固定資産の売却による収入 225 4,779

投資有価証券の取得による支出 △9,289 △9,746

その他 6,714 △1,351

投資活動によるキャッシュ・フロー △37,091 △83,400

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △130,000 △26,831

長期借入金の返済による支出 △110,717 △190,596

自己株式の売却による収入 26,525 28,253

配当金の支払額 △108,915 △164,995

その他 △58,278 △57,215

財務活動によるキャッシュ・フロー △381,386 △411,385

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,540 8,143

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 697,979 △1,377,841

現金及び現金同等物の期首残高 5,959,038 7,294,920

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,657,017

※
 5,917,079
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
　　至　平成24年６月30日）

（株式給付信託（従業員持株会処分型）に関する会計処理）

当社は、平成22年８月４日開催の当社取締役会において、ダイトエレクトロン従業員持株会に対して当社株式を安定的

に供給すること及び信託財産の管理により得た収益を従業員へ分配することを通じて、従業員の福利厚生を図り、従業員

の株価への意識や労働意欲を向上させるなど、当社の企業価値の向上を図ることを目的として、「株式給付信託（従業員

持株会処分型）」の導入を決議いたしました。

この導入に伴い、平成22年10月19日付で当社株式300,000株を資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以

下、「信託Ｅ口」といいます。）へ譲渡しておりますが、経済的実態を重視する観点から、当社と信託Ｅ口は一体のもので

あると認識し、信託Ｅ口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに費用及び収益については四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に含めて計上しておりま

す。ただし、信託Ｅ口が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式と認識しているため、信託Ｅ

口が当社の株主として受領した配当金は、四半期連結損益計算書上の受取配当金には含めておりません。

なお、当第２四半期連結会計期間末において信託Ｅ口が所有する当社株式は58,300株であります。

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

※１　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当連結会計年度末

日は金融機関の休業日であったため、次の期末日満期

手形が期末残高に含まれております。

受取手形 14,915千円

支払手形 7,976

※１　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当第２四半期連結

会計期間末日は金融機関の休業日であったため、次の

期末日満期手形が期末残高に含まれております。

受取手形 79,493千円

支払手形 4,642

２　受取手形割引高 679,654千円 ２　受取手形割引高 61,913千円

３　譲渡済手形債権支払留保額 126,469千円

（注）上記は、債権流動化による受取手形の譲渡高（

595,687千円）のうち遡及義務として支払留保され

ているものであります。

３　譲渡済手形債権支払留保額 121,822千円

（注）上記は、債権流動化による受取手形の譲渡高（

713,312千円）のうち遡及義務として支払留保され

ているものであります。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。　　　　　　

貸倒引当金繰入額 2,765千円

給料及び賞与 1,796,695 

賞与引当金繰入額 30,732 

役員賞与引当金繰入額     36,450 

退職給付費用     114,007 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。　　　　　　

貸倒引当金繰入額 724千円

給料及び賞与 1,759,997 

賞与引当金繰入額 31,002 

退職給付費用     114,885 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係　　　　　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係　　　　　

（平成23年６月30日現在） （平成24年６月30日現在）

現金及び預金勘定 6,687,017千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△30,000 

現金及び現金同等物 6,657,017　

 

現金及び預金勘定 5,947,079千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△30,000 

現金及び現金同等物 5,917,079　

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）　

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成23年３月30日

定時株主総会
普通株式 108,915 10平成22年12月31日平成23年３月31日利益剰余金

（注）配当金の総額には、信託Ｅ口が所有する当社株式に対する配当金2,633千円を含めておりません。これは、

信託Ｅ口が所有する当社株式を自己株式と認識しているためであります。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）　

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成24年３月29日

定時株主総会
普通株式 165,089 15平成23年12月31日平成24年３月30日利益剰余金

（注）配当金の総額には、信託Ｅ口が所有する当社株式に対する配当金2,233千円を含めておりません。これは、

信託Ｅ口が所有する当社株式を自己株式と認識しているためであります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

電子機器
及び部品

製造装置 国内子会社 海外子会社 計

売上高        

外部顧客への

売上高
12,281,1976,513,2761,157,2001,721,79221,673,466 － 21,673,466

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

684,965130,2341,583,928105,6862,504,814△2,504,814 －

計 12,966,1626,643,5102,741,1281,827,47824,178,280△2,504,81421,673,466

セグメント利益

又は損失（△）　
689,590272,517166,085△26,5281,101,664△245,307856,357

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△245,307千円には、セグメント間取引消去25,440千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△270,747千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

電子機器
及び部品

製造装置 国内子会社 海外子会社 計

売上高        

外部顧客への

売上高
10,382,7505,713,2401,131,3611,439,61218,666,964 － 18,666,964

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

479,15643,1841,119,54783,5801,725,468△1,725,468 －

計 10,861,9075,756,4242,250,9081,523,19220,392,433△1,725,46818,666,964

セグメント利益

又は損失（△）　
253,752227,31363,160△35,612508,614△224,298284,316

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△224,298千円には、セグメント間取引消去33,761千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△258,059千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。

　　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。　　
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 66円29銭 13円99銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 723,344 154,347

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 723,344 154,347

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,912 11,036

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．信託Ｅ口が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式と認識しているため、１株

当たり四半期純利益金額の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数は、当該株式の数を控除しておりま

す。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

   平成24年８月６日

ダイトエレクトロン株式会社
 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 尾仲　伸之　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙﨑　充弘　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイトエレクトロ

ン株式会社の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年４月１

日から平成24年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年１月１日から平成24年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイトエレクトロン株式会社及び連結子会社の平成24年６月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報　　

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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